資料５

（エ）医療的ケアが必要な重症心身障がい児(者)ケアホーム利用状況調査に基づく課題の抽出及び解決策の検討シート
●制度・事業運営上の課題
　　①職員体制のあり方について
・職員の配置基準はどうあるべきか。
　　　・世話人と生活支援員のみの配置で適切なサービスが提供できるか。
　　　・ホームヘルパーを利用した場合、現行の回数で足りるか。
　　　・看護師の配置は必要であるか。
　　　・夜間及び休日の日中の支援体制は、どうあるべきか。
	各委員意見

	（荒木委員）　障がい程度区分に応じた人数換算という考え方は、全国統一の基準と
いう意味では公平性を持ったものと言える。但し同じ区分といったも利
用者の状態やニーズは大きく異なる場合もあり、特に医療的ケアが必要
な重心者の場合は現行の基準の生活支援員の配置では不十分な場合も考
えられる。その不足分を補う手段として訪問介護サービスを個別的に利
用することは自立支援法でも認められていたものである。しかし、希望
するホームヘルプの時間数を全て支給することは財政的な負担から困難
な場合も多いものと思われる。看護師配置についても、看護師による医
療的ケアを必要とする利用者が、ユニットで複数おられる場合などは想
定されると思われる。夜間・休日日中の支援体制についても、医療的ケ
アが必要な利用者がいる場合は、世話人・生活支援員の配置だけでは不
十分な場合も想定され、訪問介護の利用なり看護師の配置の必要性は高
いと思われる。

（上田委員）　重症心身障害児者の為の医療型ケアホームを新設し、職員体制のあり方を療養介護並みに配置する。

医療的ケアの必要な重症心身障害児者１．５：１の職員配置が望ましい。

医療的ケアに対応するには、世話人と生活支援員のみでは難しい。

ヘルパー利用は柔軟な利用が出来るようにしてほしい。

看護師は常に必要です。

夜間も安心して暮らせる為の支援が必要です。

（上野委員）　現在の職員配置基準は活動を行う（支援）というのが第一と思われるが、重度の方へのケアについては、更に慎重にならざるを得ず、加配は必要と考える。

事業所に求められる内容にもよると思うが、将来的には世話人と生活支援のみでは、医療機関との連携は必要。

　　　　　　　看護師の配置必要、現状では、医療的ケアが出来ない。

　　　　　　　又、仮にそれを補えるような支援員が取り組んだとしても限界がある。

　　　　　　　多少なりとも必要であるが、現在の報酬では。
　　　　　　　夜間、休日も職員を配置⇒夜勤が配置できるだけの報酬とすべき。

　　　　　　　看護スタッフと訪問看護が併用できる体制が必要。

　　　　　　　本人が必要とする時間数（回数）とすべき。

　　　　　　　夜間についても、正職員の加配を行いたい。

　　　　　　　日中の支援については他サービスの利用を行っているが、ケアホーム
でも張りのある日中活動が送れるようにすべき。

（佐々木委員）　ケアホームには、重度障害者支援加算や医療連携体制加算があり、ホームヘルパーの利用も認められており重度障がい者に対する一定の配慮はされているものの、医療的ケアが必要な重症心身障がい者が居住されている事例は少なく、具体的にどのような点が課題であるのか検討が必要であると思います。
（中尾委員）　　医療安全を考慮すると、看護師をはじめとする医療者の配置を必置とすべき。

世話人と生活支援員のみの配置では、医療的ケアが必要な障がい児（者）に対するサービス提供は不十分。

医療的ケアが提供できないホームヘルパーでは、回数を増やしても生活支援以外の改善は期待できない。両親など介護者と信頼関係が構築できたホームヘルパーには、医療的ケアも提供できるような基盤整備が必要。

病状観察や医療的ケアを提供するためには、看護師の配置は必要である。

障がい児（者）の家族がレスパイト目的で利用する際、医療安全を確保できる人員配置

（福本委員）　　基本的にケアホームの枠組みで重度の医療的ケアが必要な方の受け入れは困難と考える。

当然、看護師が配置され、管理する機材を導入すれば、可能であろ
うが、はたしてそれがケアホームといえるのか疑問である。

　　　　　　　　ケアホームやグループホームは多くは公営住宅や一般住宅の借り上げを利用するか、ケアホーム用の集合住宅的なものを建設し運営を行っていると思われる。

　　　　　　　　その中で、医療的ケアが必要な方が複数入居を想定すれば、病院の看護師詰所的な部屋（設備も含む）の確保も必要であり、従来の施設に近くなると思われる。

　　　　　　　　名称がケアホーム、実質は入所施設となる。

　　　　　　　　重心者（児）に限らず施設は必要な方もあり、安易にケアホーム・グループホームではなく従来の施設の在り方の改善も視野に入れるべきではないか。

（前村委員）　　医療ケアの必要な対象者となると、看護師の配置は必要と考える。

（三田委員）　　夜間の見守りが途切れなく行える体制が必要。また、健康面を含め　た全般的な管理を連続的に行える体制であるためには、常勤職員が複数配置できる体制が必要。

特別な配慮が必要な方に対しては、ホームヘルパー等の利用が今後も継続的に利用できる必要がある。

バックアップが可能な医療機関との連携が必要。


（エ）医療的ケアが必要な重症心身障がい児(者)ケアホーム利用状況調査に基づく課題の抽出及び解決策の検討シート
●制度・事業運営上の課題
　　②職員の研修体制のあり方について
　　　・生活支援員への研修体制のあり方はどうあるべきか。
	各委員意見

	（荒木委員）　特に医療的ケアが必要な重心者が利用するケアホームにおいては、一定の基礎的な医療知識や介護技術が必要となることから、そのような知識・技術を取得できる研修会等を医療機関や重心施設等と連携し行うことが必要であろう。

（上田委員）　重症心身障害児者への対応は公的に研修を義務づけする。

重症心身障害児者の各主治医から担当ナースに医療的ケアの指示書が出てその担当ナースから本人と家族の事をよく理解している信頼関係のある介護人へ研修を行うような内部研修を制度化する。

医療的ケアの基礎的な学習は、自治体毎の外部研修として制度化する。

（上野委員）　医療的ケアについての研修が必要、又、支援員及び看護師のネットワーク作りも必要。　
　　　　　　　障害者性に応じた研修が必要、講義だけでなく施設実習を多くとるべき。

　　　　　　　事業所の交流という意味でも、外部研修参加したい。又、内部研修にも事業所が計画的に行うべき。

（佐々木委員）　医療的ケアが必要な重症心身障がい児(者)は、一人ひとり状態像も違うため、実践的に職員の技術・知識を高めるためには、専門家を介助の現場に派遣して行なうＯＪＴによる研修が効果的であると思います。
（中尾委員）　生活支援員が所有されている基本資格は大半が社会福祉士であり、医
療的ケアに関する必要かつ十分な知識を獲得するべき研修が必要であ
る。障がい児（者）に適切な医療的ケアを提供するためには、医療職だ
けでは全ての障がい児（者）に適切な医療的ケアを提供することは困難
で、医学的知識を有した福祉系の生活支援員の養成が求められる。その
ためには、養成カリキュラムにある「医学一般」という教科の履修だけ
では不十分であり、実技研修も取り入れたものにすべきである。

（福本委員）　サービスを向上させるための研修は事業者が行うべきであり、レベルアップは安定した事業所運営をもたらすものである。

　　　　　　しかしながら、配置基準の問題とリンクすると考えるが、その余裕もない配置基準と報酬体系であるのなら、それを改善するほかないのではないか。

（三田委員）　職員への医療的ケアに関する研修会等を大阪府単位で断続的に実施するとともに、医療的ケアが必要な方に対する地域の拠点となる医療機関等から医師或いは看護師等の指導を継続的に受けられる仕組みが必要。




（エ）医療的ケアが必要な重症心身障がい児(者)ケアホーム利用状況調査に基づく課題の抽出及び解決策の検討シート
●制度・事業運営上の課題
　　③施設・設備基準のあり方について
　　　・現行の施設最低基準で対応できるか。
　　　・設備はどのようなものが必要であるか。
	各委員意見

	（荒木委員）　現行のグループホーム、ケアホームの施設・設備基準は、医療的ケア
を必要とする利用者を想定したものとは言えず、車椅子・バギー等の常
時利用を想定すれば、廊下幅やトイレ・洗面・浴室等も入所・通所施設
等並みの規格でなければ実際の利用は困難ではないか。このような規格
をクリアできる箱モノは一般の居宅では難しく、一定規模以上の集合住

宅や当初からケアホーム用に整備する住宅等が想定されるのでないか。

（上田委員）　重症心身障害児者の為の整備基準を新たに設ける。

地域ごとに拠点となる医療機関を指定し、重症心身障害児者専門の施設を併設しその医療機関から地域へ医療に関するものを提供するシステムを新設する。

今後も重症化した方が増えていく点を考慮すると、特化した施設・整備が必要です。体温調節が難しい方の為に必要な設備～冷房・床暖房、加湿器、空調整備・吸引機・吸入器・サーキュレーター・酸素の電源や配管整備、べッド・座位保持椅子・リフト・広い特殊トイレ・入浴設備・滅菌洗浄器具・薬剤、栄養剤等管理室・感染予防室・リネン室など、通常のケアホームより広い居室空間が必要です。

医療的ケアが必要な重症心身障がい児者へのサービスを実施する場合には、別途の施設基準を設ける。

（上野委員）　おおむね采当と考えている。あまり施設設備基準を細く規定すると、事務所の立ち上げがしにくくなるのでは
　　　　　　　医療的ケア用の器具・設備などを管理する「衛生管理室」のようなも　　　　　

　　　　　　のもしくは、個別に「医療的ケアを行う場合」として加算（助成）を付けては医療的ケアに必要な備品・設備等を基準を設けては。押し入れや金庫等の設備を基準に入れてもよい。

　　　　　　　現行の施設最低基準では対応できない。医務室やリビング以外のフリースペースが必要。
　　　　　　　充分にプライバシーが保証できること、共有スペースが２ヶ所あってもよい。

（佐々木委員）　特に便所、風呂等は、利用者の障がい特性に応じた余裕のある広さが必要と思います。
重症心身障がい児(者)を受け入れるためには、改造を必要とする場合が多く、改造のための補助制度があれば、設備面での受け入れはしやすくなると思います。（反対に言えば、なければ受け入れられない。）

（中尾委員）　　管理者として医師を必置し、医療的ケアを十分に提供できる看護師配置が必要。ノーマライゼーションを目指すのであれば、リハビリテーションやリラクゼーションを組み込んだ人員配置が必要。

医療機関が行政に届ける基準の全てをクリアする必要はない。しかし、医療安全は最低限保障されるべきである。

（福本委員）　既述したが、医療的ケアが必要な方（特に重度の場合）が安心し暮らせる基準とすると、それが、ケアホームと言えるのか疑問。

　　　　　　　現行では対応は無理と考える。

（前村委員）　整備可能な設備には、自ずと限界がある。入浴など通所することによ
り充足される介護メニューに関しては、地域に拠点となる施設を整備す
る方法で解決していく。

（三田委員）　現行の基準は、医療的ケアが必要な方の利用が前提になっていないと思われるので、基準について再検討する必要がある。




（エ）医療的ケアが必要な重症心身障がい児(者)ケアホーム利用状況調査に基づく課題の抽出及び解決策の検討シート
●制度・事業運営上の課題
　　④報酬体系について
　・重心者の障がい程度区分のあり方はどうあるべきか。
　・医療的ケアのサービス提供を行った場合の報酬はどうあるべきか。
	各委員意見

	（荒木委員）　重心者の方は障がい程度区分６になることが殆どであると思われるが、
同じ区分６であっても重心者とそうでない方では支援内容も違ってく
る。状態像や必要とされる支援内容によって、報酬単価に一定の加算を
設定することで、真に必要な支援内容が確保されることが必要であろう。
医療的ケアに対する加算も、そのなかで考えられるのではないか。

（上田委員）　障がい程度区分ではなく、医療的ケアの必要度に応じてサービスも違ってくるのでそれぞれに必要な介助サービスに応じた幅広い区分認定にするべきです。

医療的ケアのサービス内容に応じた報酬加算にするべきです。

（上野委員）　区分６の幅が広すぎる⇒区分６を細分化するか、全体の報酬を増額し
　　　　　　た上でも重度者でも最重度以外は区分５などにする。
　　　　　　　医療的ケアを明確にした上で加算または新たな報酬を設定。

（佐々木委員）　障がい程度区分のあり方については、現在、国において検討されているところですが、医療的ケアを含めた支援が必要であり、評価の高い重心者加算が必要であると考えます。
医療連携体制加算を利用しにくい夜間などが想定できますが、現行
の重度障害者支援加算の適用範囲を広げ、医療的ケアを必要とする対象像も含むことも考えられます。

（中尾委員）　障害程度区分は、介護給付に限定されたものと考えており、療育や　　就労支援に関しては不十分と考えられている。

現在、施設や在宅での診療報酬体系は包括払いになっている。適切な医療処置を患者に提供するためには、出来高払いでの算定を可能にするべき。

（福本委員）　重心者だけの問題ではなく、障がい程度区分の認定が支給決定や障がい者の自立支援に必要なのかの疑問が残る。

　　　　　　　介護保険のように給付額が決定するシステムではないなかで、支給決定までの時間とコストの両面からも充分な効果を得られていないと考える。

　　　　　　　区分については概ね重度の障害（手帳上）のかたには高い区分となっており、医療的ケアがあると、高い区分になるようである。

　　　　　　ただ、それほど、日常生活に介護を要さなくても、医療的なケアが必要な場合も想定され、区分が６とならない可能性も排除できないため、区分とは別に医療的ケアの必要性を示し、報酬上も配慮が必要と思われる。

　　　　　　　サービス提供ごとの報酬は、提供を誘導することにならないかの懸念はあるが、限定列挙の加算は必要ではないか。ただし、通常の医療的ケアが必要と示された者への加算とするか、一時的な体調の変化への対応にも加算するかの問題は残る。

（前村委員）　医療職の配置に関する加算制度を創設。

（三田委員）　福祉サービスの利用に際しては、障害の程度をはかる区分ではなく、生活上の困難さ或いは必要なサービスに着目した区分の判定等が必要である。また、医療的ケアが必要な方についてはそのことに関しての判定等が必要。そのためには、その判定等において、できる限り詳細な調査に基づき、医療、福祉の専門職や行政職の加わった認定機関が、適切な範囲（地域）に必要ではないか。

医療的ケアが必要な方に対する加算等を行う。




（エ）医療的ケアが必要な重症心身障がい児(者)ケアホーム利用状況調査に基づく課題の抽出及び解決策の検討シート
●制度・事業運営上の課題
　　⑤地域医療機関との連携について
　　　・利用者毎の地域医療機関の確保策はどう進めるべきか。
	各委員意見

	（荒木委員）　在宅時と同じ市域に設置されているケアホームであれば、かかりつけ
医療機関を変更しなくてもよいが、特に施設からの地域移行として施設
所在の市域以外のケアホームを希望する場合は、これまでのかかりつけ
医療機関に加え、ケアホーム所在市町村の自立支援協議会などと連携し、
受け入れ先医療機関を探すような仕組みが必要なのではないか。

（上田委員）　在宅医療システムとして地域ごとに、新たに中心となる部分を設けて

医療的ケアを分担して提供する。

本人の主治医と地域の医療機関との連携を深める。

入院できる大きな病院と日常的な健康状態を把握してくれる地域の病院との連携をする。

（上野委員）　公的機関が必要な医療とつなげるために、地域医療機関だけではすべての医療機関が障害に対する専門的な体制を整えるべき。
（中尾委員）　NICUを有している専門医療機関が障がい児を退院させる際、退院後
も定期的に診察し、急変時には速やかに入院可能な体制を確保していることを前提として、地区医師会の協力を得て、在宅医療を提供する地域の医療機関を紹介する体制を早急に整備すべきである。

（前村委員）　通院している医療機関が地域医療機関の橋渡し役を果たす。

（三田委員）　支援の内容及び支給量等の判定機関等において、相談及びアセスメン

ト等に基づき地域の医療機関との連絡調整の役割を担うようにしてはど
うか。




（エ）医療的ケアが必要な重症心身障がい児(者)ケアホーム利用状況調査に基づく課題の抽出及び解決策の検討シート
●制度・事業運営上の課題
　　⑥訪問看護事業所との連携について
　　　・訪問看護事業所との役割分担はどうあるべきか。
	各委員意見

	（荒木委員）　看護師を配置できないケアホームにおいて、医療的ケアを利用しよう
とすれば訪看を利用するのが最も現実的な方法ではないか。その観点か
ら、訪看が事業として採算が取れる報酬単価の設定が必要になるのでは
ないか。　

（上田委員）　本人にあわせた医療的ケアについて共通認識をもつ為に、双方が定期的に連絡会議（報酬あり）を設ける。

医療的ケアについては利用者の２４時間を訪問看護が主体的に関わり、見守り部分を居宅へ依頼する。

在宅医療システムとして地域ごとに、新たに中心となる部分を設けて

医療的ケアを分担して提供する。

医療行為と介護のありかたに関する根本的な論点を整理する。

夜間も派遣出来るような訪問看護サービスが必要です。

（上野委員）　本人に必要な看護が受けられるよう、訪問看護事業所の充実と箇所数
　　　　　　の拡大。

（佐々木委員）　医療系である訪問看護事業所との連携については、市町村・ケアホ
　　　　　　　ーム事業所、相談支援事業所・居宅支援事業所・訪問看護事業所等の相談支援・サービス提供事業所等がケア会議を開催し、ケアマネジメントのプロセスに経ながら個別支援計画を作成し、サービス提供体制を構築することが有効であると思います。
（中尾委員）　訪問看護事業所は、医師が訪問看護サービスの提供を指示し、障がい
児（者）に対し病状観察や適切な看護ケアを提供する役割がある。

（福本委員）　通常、ケアホームは住居と考えている。その点から言えば訪問看護事業所より医療的ケア提供受けるのは当然である。しかし、医療的なケアが必要な方が安心して暮らせる場所とするならば、看護師の配置も必要であり、そうなれば、日常の医療的ケアはケアホーム看護師においてなされるべきではと考える。

　　　　　　　訪問看護事業所については治療上特に必要なものに限って併用とするべきか？

（三田委員）　個人の暮らしの場であることを考えれば、訪問看護は必要なものである。



（エ）医療的ケアが必要な重症心身障がい児(者)ケアホーム利用状況調査に基づく課題の抽出及び解決策の検討シート
●制度・事業運営上の課題
　⑦福祉サービスとの連携について
　　　・重心者の通所支援はどうあるべきか。
　　　・移動が困難な重心者への日中活動サービスの提供はどうあるべきか。
　　　・他の福祉サービスを組み込んだサービスの提供体制の確保はどうあるべきか。
	各委員意見

	（荒木委員）　車椅子・バギーを利用し、かつ鼻注や胃ろうなどを行っている重心児・
者の移動については、一定の専門的な知識や技術を持った人が同乗する

ような対応が要であろう。しかしそのようなスタッフを確保することは
人件費や人材の確保の観点でハードルが高いのではないか。

また、移動困難な重心者に対してはケアホームでの訪問リハなどが想定
されるのではないか。また、介護保険の訪問入浴サービスなどが利用できれば、機械浴のような入浴設備がなくてもケアホームで入浴できるのではないか。

（上田委員）　医療的ケアが必要な方へも入浴や食事などの生活行為だけでない生き甲斐支援やコミュニケーション支援、余暇活動などのサービスを提供する。

体調不良でホームに残る場合も予測して、スムーズに対応出来るシステムが必要です。

入院した場合も普段関わっている生活支援員、ヘルパー、看護師などが入院先に派遣できるようなシステムが必要です。

重度訪問介護、身体介護、移動などの柔軟な組み合わせを可能にする。

重症心身障がい児者が生きていく上で必要な医療、リハビリ、余暇活動を総括的にサポートする機関として中核的な相談支援事業者を指定し、後見人やパーソナルアシスタントの新設をしてチーム支援体制を創設する。

医療的ケアのある重症心身障害児者が体調不良で通所できない場合でも、巡回による運動機能訓練・指導を受けることが出来るようにしてほしい。

（上野委員）　福祉車両での送迎が出来るように車両の開発と運転講習や重度者の支
援に必要なスキルを身に付ける研修期間が必要。

　　　　　　　ドアトウドア等が望ましいのでは、個別に送迎を行うのが更に望まし
いと思う。

　　　　　　　日中もケアホーム内で活動が出来る体制⇒報酬上評価（算定）する。
　　　　　　　サービス提供に一貫性を持たせるためにケア会議等の場をもつべき。

（佐々木委員）　医療的ケアが必要な重症心身障がい児(者)の通所支援については、付き添いの人員配置が必要です。そのことが報酬または人員配置上評価される必要があると思います。
日中活動サービスの利用を含め複数のサービスを利用する場合の個別支援計画に基づくサービス調整はケア会議で行なわれるのが効果的であると思います。

（中尾委員）　　医師の指示の下、適切な看護サービスを含む医学的ケアを提供できる通所支援であるべき。
　　　　　　　　医療的ケアを提供できるなど、医療安全に配慮したサービス提供が必要不可欠。

（福本委員）　　通所支援は日中活動系の事業所が行うものと考える。当然、通所支
　　　　　　　援に係る加算が前提であるが。

　　　　　　　　移動が困難な状態の方を受け入れ可能なものが一般的なケアホームといえるのか疑問。最終的に名称だけで実質が入所施設となるのではないか？

　

（前村委員）　　送迎に関しては、日中活動サービス提供事業所が、車両・介護職員とも確保し提供する。

（三田委員）　　特別な配慮が必要な方への移動支援として、介護タクシー等の利用助成や個別送迎を行う事業の実施者に対して助成を行う。




（エ）医療的ケアが必要な重症心身障がい児(者)ケアホーム利用状況調査に基づく課題の抽出及び解決策の検討シート
●その他の課題
　　①ケアホーム利用者像について
　　　・医療的ケアが必要な利用者のみを入居者としたケアホームは適切か。
　　　・介護保険利用可能となった利用者へのサービスは、どう整理すべきか。
	各委員意見

	（荒木委員）　医療的ケアが必要な利用者に対応するためには、施設・設備の両面で
対応できる高規格の住宅の整備が必要である。そのためには、既存物件
の改修よりも、当初からケアホーム専用に設計建築したほうが費用対効
果が高い場合もある。このような住宅であれば、医療的ケアを必要とす
る利用者のみを入居者とするケアホームも想定される。そのなかで、配
置基準に基づく世話人・生活支援員で十分な介護ができるのか、それと
も各利用者が個別にホームヘルプを利用する方が十分な介護が確保でき
るのか検討することになる。

法的には介護保険優先とされているものの、長年グループホーム・ケアホームを利用してきた利用者が、年齢だけの理由から介護保険施設等への入所を強制されることはないが、結果的に加齢に伴う認知面・体力面での減衰減退で介護保険施設や医療機関に入所・入院されるのが実態であろう。今後も、あくまでもグループホーム・ケアホーム利用者が自らの意思で介護保険施設の利用を望む場合や、グループホーム・ケアホームの健康的な利用が困難となった場合以外は、グループホーム・ケアホームで生活を続けることを認められべきである。

（上田委員）　医療的ケア利用者のホーム利用については、医療型ケアホームとして特設すべきです。

障害者自立支援法・介護保険の制度は、医療的ケアの必要な部門を検討し再編成してほしい。

（上野委員）　命の安全と充実した居住空間が提供できるのであれば適切か。

　　　　　　　介護保険利用可能となった場合も引き続き障害福祉サービスの利用が適切。報酬上の評価（加算など）

（佐々木委員）　基準省令の社会生活上の便宜の供与にあるように、利用者が充実した日常生活を営めるよう、利用する他の日中活動サービス等との連絡調整や、余暇活動等の社会生活上の支援に努めたものであればいいと
　　　　　　　思います。

介護保険利用可能となった利用者へのサービスについては、介護保

険のメニューにないものは障がい福祉のサービスが継続して利用可能

です。

（中尾委員）　医療法に基づいた厳しい施設基準を必ずしも満たす必要はないと考えるが、障がい児（者）に対して医療安全に配慮したケアホームであるべき。

65歳以上の障害者における全てのサービス提供は、介護保険が提供するサービスが優先される。障害程度区分で区分３が認定されていても、要介護認定では、非該当や要支援と認定される障がい者が存在し、サービスの給付が減少することにより自立支援が困難になることもあり現実を踏まえた制度改正が必要。
（福本委員）　医療的ケアが必要な利用者のみのケアホームの方が運営の効率はよいかもわからないが、従来の施設との差は何なのか、施設のありかたの再検討の方がよいのではないか。

介護保険にない施設であれば、そのまま、福祉サービスが提供できるのではないか。

（前村委員）　地域事情にもよるが、介護保険制度にて同レベルのサービス提供が可能であれば、介護保険サービスの利用を優先とする。

（三田委員）　利用者の特性に応じて設定することは必要。利用者を特定することで
手厚い体制で利用者にサービスができることを前提として適切ではない
か。

介護保険によるサービスが前提としているものと相違が多いため、独自の構築が必要では。




（エ）医療的ケアが必要な重症心身障がい児(者)ケアホーム利用状況調査に基づく課題の抽出及び解決策の検討シート
●その他の課題
　　②ケアホーム設置促進策について
　　　・ケアホームの運営に適切な賃貸物件の確保はどう進めるべきか。
	各委員意見

	（荒木委員）　重度の知的障がい者や身体障がい者が利用するケアホームは、現行の
施設・設備基準では十分に対応できないため、現行の基準よりも高規格
の住宅の整備が必要となる。そのためには、既存物件の改修よりも、当
初からケアホーム専用に整備したほうが費用対効果が高い場合もある。ケアホーム運営法人が一棟借り上げてケアホームとして利用する条件
で、このような住宅を家主に建築してもらうことで、家主は安定した家
賃収入を確保し、ケアホーム運営法人も初期投資を抑えることが可能と
なり、ケアホーム設置のハードルを一定程度下げることになるのではな
いか。

（上田委員）　医療的ケアの必要な重症心身障害児者が入るケアホームは広いスペースが必要となるので、公的な援助を設けるべきです。または、病院に併設するものとして、整備基準を新設すべきです。

（上野委員）　国民の理解と公的機関の啓発とあっせん。

（佐々木委員）　行政住宅施策担当部と連携し、公営住宅の活用が設置促進策のひとつであると思います。
（福本委員）　ケアホーム・グループホームの設置は、一般的に施設コンフリクトと家賃が問題と考えている。

　　　　　　　南河内でも１０万円程度家賃を想定すれば、物件の選択枝が広がると思われるが４人ユニットなら１人25,000円の負担が必要となる。

年金１級の方でも負担が大きいとおもわれ、家賃加算等の処置が必要では。

　　　　　　　もちろん、就労支援により所得が発生し、負担ができる状況になることがベストであるが。

（前村委員）　府営住宅にてモデルケースとしケアホームを運営。成功事例を積み重
ね、府営住宅を中心としたケアホーム開設を推進する。

（三田委員）　特に、医療的ケアが必要な方を前提とする場合は、設備等に配慮が必
要なため住宅改造や福祉機器の導入についての助成策を設ける。
家主に対する優遇的な措置を行う。
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